
終了する見込みであり、それ以降のスライ ド調整率は適用 されないことになる。

スライ ド調整率そのものの数値は、給付水準調整が行われる見込みの 2012年度から

2038年度までの 1出]でみると、-0.8%～ -2.0%程度の水準 となっている。

こうした給付水準調整による給付の抑制効果は、スライ ド調整率そのものではなく、

実際に適用 される実効のスライ ドi]月 1湾率を累積することで測ることができるが、それは

見方を変えると、マクロ経済スライ ドを織 り込んで算出されている所得代替率の変化の

度 合いをみることと「1じ になる。実際には、基礎年金部分 と欄llll比 例部分のl調 1“ 終了年

度が )1な るため、各人が受け取る年金でみると、各々のり1に 礎イ
「

全部分 と報lllll比 例湘
`分

の

割 合に力ぎじて夕il制 効男tが違つてくるが、ここではイに人として標準的なイllttσ )テ J「 ill代 |卜率t

の変化の度合いをみることで、給付の11ll制 効果を把握することとする。

図人 415は 、2009年度のλ,「 得代朴率を 1()0と した場合の指数を示 した 1)の である6

り「得代本卜'率
ζのよ旨数 |、よ、20()9イ ll度 の 10()か ら徐々に低下していき、糸f)f「ヽ水準瀾整が終了り

~

る 2038イ F度に約 81と なる )と 込みであるて,サ IFイ
11イ li ttυ )標 ツlt的 なイli金 でみると、マクロ経

済スライ ドの糸|li tttと して、最終的には給付が約 21争1抑 |1調 される見込みでル)る ことがわか

る。

(1文 1表 1-1-5)20()∫タイlitt1/9所 イ|卜 代本卜率を 100と した場合υ)指数

‐
(:5‐



③前回との比較

j_t礎年金部分 と報酬比例部分のマクロ経済スライ ドは、前回の財政再計算ではともに

2023年度に終了 したが、今回の只イ
・
政検証 。員オ政再計算では基礎年金部分が 2038年度、

報 lllll比 例部分が 2019年度 と終了年度が異なってお り、所得代替率そのものをみるだけで

は前回からの変化を捉えるのが難しい。そこで、給付水準を前回と比較するにあた り、

厚生年金において、〕T得代替率の分子 となる 「標準的な年金」を 「り1【 礎イ11全部分 (夫婦

二人のり,撻礎年金 )」 と「報llllll比例淑
`分

(夫の報llllll比 例年金)」 に分け、各々を所得代替率

の分母 となる 「現役 (男 子)の平均手取 り午収 (月 額換 tli)」 で除 した率を作成 し、分析

‐
l~る ことと

~l~る
 (IXI表 4-1-6)。

厚生イli金 の所得代本卜率は、 |)打 IHIのサ|イ

・
政 i!j,:ト サli時点では 2001イ 11度 に 59.3%と なってい

た t,υ )が 、マクロ経済スライ ドの実施により 2010イ 11'虻 では 56.8%ま で低下する見込み

となっていたて,しか し、物 1‖ iや 賃金の下落によリマクロ経済スライ ドが実施されていな

いことに力||え 、テ

'F律

|イ に替率を算出する際の 1`4均 イ|:収 が |)有 ||:|に 比べ下がつていることから、

今 1111の サ材
・
政検漁|:においては 2010イ 11度 の サ:得代林率は 62.|ヽ

(/)と
、 |)打 ll可 にルLべ 5.rl,1く イ́ン

ト|「Iい水準となっている.」 it礎 イli金 湘
`多

〉と僣illllllltt1/yll出

`分

の内l,(を みると、り1に 石地午全部分

で 1.1ラ lで イン ト、 ‖支|り11七 1/yll離

`分

で 1.0ラt(イ ン トlfiく なっている。

1`4成 21イ li財政検 liliに おけるリサi得 代替率をみると、2012イ il度 にマクロ経済スライ ドが

|サ‖始される見込みであるため、2011イ litti資 では1'iイキ}代本トキ:が 変化せず、2()12イ li度 以降に

り!:礎 年金湘
`分

、 報lllllltt1//1部 分σ́)率 が共に減少 していくて)マ クII経 済スライ ドυ)終 rイ li度

が、りi鰭 礎イli金 部分 2038イ li度 、報1馴11ヒ 例湘
`分

2019イ li度 とサ1[な っているため、スライ ドIJ‖

なり明ドll179長 さを反1映 して、J蔵 終的には、り,ヽ礎イ|:全 部分が 2010イ li度 ||キ /、1と ルL・
くて 9.8ポイ

ン トυ
'低

下、 ‖支lllllカ ヒ1//11部 分が 2.2オ イヾン トυ)lltド とオrっ て才うり、 慎(llllll比例湘;分 に士レミて

りit礎 イli金 出
`分

の低下lllllliが 大きくなっている。

前|口 |と 比較すると、マ クト1経済スライ ドによるスライ ドIJ月 1“率 |′ 1体が少 r化の進展で

大きくなつていることを反 |1央 して、リリi得代林率の |)毎 ll:|と のり千iは 2012イ 1度以降若 |・総i小 し、

2019イ ll度 に|■ 5.3ポイン トとなる ,し かし報lllllll比イ列許|`分 のマクロ経済スライ ドが |1打 |;Jよ

りl:Lく 終了するため、2019イ li度以降このブf:が |ル〔大 し、2022イ 11度 には 5.7ポ イン トに達 し

ている。 2024 イli度 以降において|:1、  |lfjl:rl lま 'マ
′クロ糸卜済スライ トが子j',オ しイrい のに対 し、

今 |口 |は り!ヽ礎イ11金淑
`分

でυ)マ クロ経済スライ ドが続 くため、2o38イト度まで所得代替率のり千:

は急速に縮小 し、2038イ li度 では差は-0.1ポイン トと前卜:|と 所得代替率とはぼ同水準と

な′)て いる。



(図表 41-6)厚生年企の所得代替率の平成 16年財政再計算 との比較
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2.保険料水準

次に、給付先決め方式である共済午金について、「保険料率が急激に引き上げられるお

それや、負担が過大なものとなるおそれのないこと」 とい う観点から、保険料水準の分

析を行 う。なお、共済午金 との比較のため、保 1倹料水準固定方式である厚生年金 と国民

イli金について も参考としてみていく。

図表 42-1は、平成 21∠ li員イ政検証・りけ政再 |:+3れ にり!ヽ′15く 各制度の働t険お|(率)について、

最終保険料 (率 )及びそのが1達イF度等をまとめた t)の でル)る 。

最終保険料 (率 )は、厚 rlニ
イ

|二 金が 林.3γ )、 1可 共済+地 共済が 19.8%)、 私学共済が 19.1(/)、

1可 ltイ li金 が 16,900111(｀ 14成 16イ 11度夕|:格 )と 見込まれてお り、そのが1達年度は、サ'F`11年

金及び 1可 itイ ll金 2017イ li度 、1可 共済+1也 共済 2023イ li度 、私学 共済 2030イ li度 となっている.

最終 f力tl倹お1率は、 共済年金が厚ノ
liィ li金 より高い水準になってお り、また、 |)年 |‖ lυ )サけ政 ll∫

li[算 に比べ、1可 共済十地共済は 1.0%)(li有 IHI:f責 、ア度 合 lσ )場 合で 1ド .S(/))、 〃、学 共済は

0.97)(lill;・ |:18.5%)_llケ |‐ しているが、いずれυ)||メ1度 において t)過 大な負11:と はなって

いない モ,υ )と なえる.

また、毎イ
llυ )り ||〕 げ喘11については、彼り|1計 イlt金 が各制度 と ()毎 イl10.351(/)、 1可 民イli金

は角1イ ト280111(｀陶′kl(;イ「 度111i格 )と イrっ ている、,どυ〉|1薔 度 1)チ llイ liノ ト亥Jノハにり|き llげ てい

く|:「 ‖11であ り、保険料 (率 )が急激にり|き 11げ |,れ る状況にはな′っていない.

(|ズ |プ(4-2-1)|ク tr灸オ|(バト)υ ,1ヒ 1咬

JIを糸冬1坪t静矢|:|('|) j¬
|す まイトリセ

り|111)'lll]|

(lliイ 11)

り|「 ′
liイ li`ヽ 18.:3(/) 2()17イ liり 1芝 0.1351く /)

llJ ttrlf十 地共済 11).8(/) 2023イ liサ セ 0,1351`/)

〃、
デ
ド共力十 1ツ ) 2()3()イ li度 0.354{/)

IJlt年 金 16,1,()()|り |

{｀ 14,皮 1(イ
「

度 11‖ 1各 )

2017イ ltl虻
りlれ'12801〔

|

(｀ 14ル t16イ 11'[lllll喜 )

‐
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3.積立水準

積立金は、その運用収入により、保険料率の上昇や給付水準の低下を初lえ る効果があ

る。また、期 |‖ ]は 限 られるが、積立金を取 り崩すことにより、同様の効果が得 られる。

このため、私立金の水準は、年金財政の安定性を確保する上で非常に重要である。仮に

積立金の水準がlltけ れば、保険料水準Pl定方・ tで ある厚生年金の場合は、「給イヽl水準が急

激に引き下げられるおそれや老後のり:撻本的剤
`分

を支えられなくなるおそれのない」とい

う観点から、給付先決め方式である共済年金の場合は、「保険お1率が急激に引き上げられ

るおそれや
`tll lが

,邑 太な 1)の となるおそれがない」とい うiりl点からみて、安定性が低い

ことになる。ここでは、横立水準について検 :計 |:す る。

①積立比率の将来見通 じ

積立i´ヒ′キ
'と

は、 |1打
イ11度 末に |力t有り

~る
f占 アヽ金が、実質的な支 ||lυ )う ち |′ ||1有 で川意 しなけ

れ ||だ ならない分 (=|力t険半:|:tlllに よって |イ iう 占|`分 )の何イli分 に111型 1-ケ るかを表すサ|イ
・
政 |^旨

夕「
~CIら

るで,

fJiヾ五士レ半iの 1子 来見通 しをみると(|シ1人 ′1-31、 ‐132)、 2()10イ li度 には、サIFノ liィ li金が 1.1)、

|11民 年金が ,1.6で
`0)る

1/9に 外|し 、|11サ t済 十地共済が 9.1(|11サ t済が 6.3、 1也 共済が 1().1)、

〃、学共済が 9.2で あり、共済イli金 のは 、ア比率がかなり高くなっているィ,

各|1川 度 (ヒ 1)、 2035イ li度 か「,2()わ 0イ 11度 111を ビー クにllt lヽ

｀
する )色 込み とイrつ ているが、

|、午に″、学共済で11ビ‐―ク||、午υ)fJi立 比 ,半 iが 1:3 JJと リト||:に |「れ 水ヽ準にイrつ て才3り 、そこから

一気に急 llt iヽ

‐
することとなる。 11七 終的には、21()5イ 11度 で、サ:Fノ |:ィ li金 1.2、 |11共 済十地りt

済 1.3、 私学共済 2.0、 1呵 民イll金 2.3と なることが見込 .kれ るで,

こυ)よ うなf責 、ア比率υ)llt下 は、今||:|の 財政検 I議 |:・ ;財 政 ll「 lil‐ ら11で 各|1月 度 ともに 21()5イ lt度

の横 アヽ度合が 1(共済イ11金 は 1以上)になる ,kう にサ|イ 政見通 しを作成 していることによ

る 1)の でル)る 。



(図表 43-1)積立比率の将来見通 し
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②積立金の運用収入分及び取崩 し分の料率換算

横立金の効果をみるために、積立金の運用収入分 と取jЛ し分を保険料率に換算 してみ

ることとする(,た だ し、[可民午金については、保険料 (平成 16年度創i格)に換算したも

ので表記することとする。

まず、村i、ア金の運用1又入分の料率換算の1子 来見通 しをみると(隊1表 牛 3-3、 ←36)、 元

となるf黄 ウ:金 の 1‐1た 移を反映 し、各 |IJ度 と1)2050イ li代 町1を ピー クとした山
`11の

り形状になっ

ている.ビー ク||、午で、り'だ 11年 金で 6.9(/)、 1可 共済+1也 共済で 9.6(/)、 私学共済で 12.9%、

1可 民イli金で 6,11)2111と 、大き/kti力t険料半iσ )1軽 減効果が兇込まれる.

次に、ffi、ア金υ)llkチカ|し 分の料率換サ1lυ )1子 来)也 通 しをみると(1文1表 ■ 3-`1、 136)、 1`1″ j

厚生イ11金 と|11共 済十地共済がイ∵ltfri、ア金をllitり す力|す状況にル)る が、その後しばらくの ||ll

l■ 各|1川 ,1と ()取ナル|し υ)な い状態でオ|「 移司
―
る ,fli立 金υ)llitl力 |し |.ま 、″、学共済は 2059イ 11度 か

ら、サlFノ |:ィ li金 と1可 1(イ li金 lit 2066イ li度 か「)、 |11り t済 十地 共済は 2067イ li度 か :,順次始「たり、

特に″、学 共済と1可 共済十1也 共済で大きくlll′ JIIす る,,21()5イ li度 では、サ'F生 イ11金 が ′|.8(/,、

|11'そ 汚年十1也 りt済が 7.6ツ )、 私′`
14り tヵ午が (;.1)(/)、  |!11(イ liく がヽ 2,877111と /tっ て才Sり 、 fJi、レ:くヽ

υ)取 jル |し う)で 1カt険本1'ネ lυ )11ケ|が |サllえ_ら オt′ ていろ、,

‐kた 、 f占 立金1/9運川収人分とサ1支 崩 し分を合算 して積 立令

`、

体υ)効 果をみると(測 人

4-3-馬 )、 各制度 (ヒ 1)かなり1脅iい .キ iと な/)て お り、 ″、́r共済では 12ツ )を ′超え_る 1人 態が1(く

続 く状みことなっている.,llKに fri立 金を|力tイ「していなければ、 ここに/1tし た率の分だけさ

'｀

りに1呆険料′辛1を llげ る (7∵ しくl tttf)イ lヽ水 4た を 卜
・
|ド る)′∠、1要 が

`',り
、 各|1川 リセと ()f責 、ア金に

よる保膨ヨ:|イ |の軽減効舛tが かなり大きいことがわかる(1キt険 11・ 水準を夕llえ る (I111定する)

‐ノブでル)る 程度 1/9給 イヽ1水 41を 1維:保するために、fJi、ア金が大きな役:申 |を 果た している.
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(図表 牛33)運用収入分の料率換算
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(図表 4-35)積立金の取崩 し分・運用収入分の料率換算
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③総合費用率と保険料率の関係

総合費用率は、横立金及びその運用収入がない場合の賦課保険料率に相当することか

ら、保険料率 と比較することで、横立金による保険料率の軽減効果を把 |ナ1で きる。すな

わち、保険料率が総合費用率を下回つている剖
`分

が、〃i立金の効果で保険料率を軽減 し

ている部分 となる。

各制度についてみると(図 表 437)、 厚生年金では 2010年度代後半まで及び 2030年

度代後半以降において保険料率が総合費リロ率を下回つてお り、ピーク時では 7.4%の 保

険料″率tが 軽減 されている.い1共済+l也 共済では、一 rtし て |キt険料率が総 合費りll率を下回

つてお り、ピーク時の軽減効果は 9.8%でル)る .″、学共済では、2010イ it度 代後
｀
|た まで及

び 20/10年度 1了〔以降において保険料率が総合費り|1率 を下1日 |っ てお り、ビーク時の軽減効果

|ま 13.4ツ )~ぐ ル)る 。

||ム ::ト リ切||11の 後
｀

|′

tは 111当 fi:度 の f力tl倹料・'半
iが 軽減 さオしろ1り0)こ にで

')る

が、 各|1月 度 ともイ11度 を

追 うにつれ、運り|1収 人で員イiう 部分が減 り、横 、ア金の取崩 しに、kり 費イiう 方 1占 |に シフ トして

いくことがわかる。 共済イ11金 は、サIFrliイ ll金 に比べ、現イli t/D横 、ア水準の高さを反 |1央 して、

横立金による保 r尖 料率の1囃減効果が 大きく、特に私学共済では、将米的に急lllす る総合

費用率の_卜

'「

分を高い水4t υ)械 たヾ金に、kる 運用ll又人や取 |ル |し の効場こで員イiい 、結果的に他

制度 とはば 1司 等σ)1カtl食料 '半
i水準に抑える1古造となっている1,

|111(イ li金 には 1り‖準報lllllと い う11比念がなく、彼用
｀
静イlt金 |1川 度の `1う な総合費用率を求め

ることができないことから、実質的な支||l1/Dう ち |′ |||け でサ1イ
・
汐|(を サ|1意 し/k・ けれ 11でな「,な い

分 (=総 合費用率の分 rでル)る 「実 7〔的 /k・ 支 |||― 111サ :li。 公経済負1111)を 保険お|に換 tγ
'「

し、その換算額 (以 ド「総合費り||の 1カtl資料換 )liJと い う.,)と 保険料を比1咬することによ

り、積立金に、kる |力t険料の1囁減効果をみることとする。なお、この総合費用の |キt険お1換

算は、積 立金及びそυ)運用収入がない1場 合の賦課 f力t険料に栂!当 する()

γL:「実質的 /k・ 支出一国力li・ 公経済負111」 (名 |]額 )/保 F灸 |:[収 人 (71「 1額 )

×イレtF`ミ || (ヽ 14ルt i6イ 14り 虻111な各)

として、イll会 保障審議会年金数ノ|!部 会において1111iれ た。

1颯 民イ11金における総合費用の保険お1換算と偽t険 1年I(いずれ ()｀ 14成 16イ li度価格)の 1川 係

をみると(図 表 卜3-8)、 当初は保険お|が総合費用の物t険 料換算とはぼ同水準であるが、

2020イ |:度代か F)2030イ il度 代り1に は保険料の ソプが高い状態で||た移する。そυ)後 は lliび 保

険お|の ププが低い1人 態が糸売き、 ビ
′
―ク|||チ で約 6,100111の 保1倹お|が中トカ:支 されている(,
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(図表 牛37)総合費用率と保険料率の1月係
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平成 21年財政検証・財政再計算で収支均衡を図っている 2105年度までの期 |11に おい

ては、上記のように積立金による運用収入や取崩 しの効果で保険料率を抑えることがで

きるが、それ以後のサ切間において積立金の積 アヽ割合が低下することになれば、不責立金に
よる保険料率の中卜減効果がそれほどり切待できないたり、保険料の引上げゃ給付水準の引
下げ等の措置をi体 じなければ、収支の均衡を1沼れないことになる.牛、卜に、 |)年同のり材

‐
政 ||「

li「 算と比1咬すると、総合費用率の L昇 ほどは保険お1率が引き上げられてお え,ず、横立企
の役|り|が 1曽 大 していることに1ノィ意する必要がある。

(隊 |ノ●卜3-9)総合費メ|1率 と,t険本‖→率の比較
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4.年金の財源と給付の内訳

①制度間の比較

公的年金 lllll度 の午金給付は、将来の保険料収入、国庫・公経済負担及び積立金から得

られる財源 鰯 i立金のlll崩 し及び運用収入)な どにより賄われることになる。各制度の

財政検 f正・財政 1与 計 11においては、これ らの収支見通 しを作成することにより員イ
・
政の均

後iを シ|っ ているが、財政状況をより詳 しく把握するために、各制度の年金の財源 と給付

の内 |フくをみる。

図表 1-.11は、平成 21年サ!イ
・
J rC検 証・ ;|‐政ギ「計3)に りitづ く各|1川 度の年金の財源 と給付の

内訳を、運用和||口 |り による一時金換算、すなわち運り|1和1回 りを|∵Jり 1率 とした現 lllliで 示 し

た ものである。
'[体

的には、今後 95イ ltllll(i14成 2111財政検漁E・ 財 J支 II∫ ::十 算において財

政の均衡り切|11と された 2105イ |三度まで)にわたる毎イlitt1/Dイ li金給付の内 |,く と、それを財iう

りlイ

・
汐ξである毎イ11度 グ)保険‖宇}|1又 人、|'1カ li・ 公糸益済負111及 び fザiサ 金か ら

`|)嗜

,ブ しるサ|イ

・
力11と を、

づ
~べ

て現 ||キ点 (基 4tilキ 点=平成 21イ li度 末)グ)額に運り|!不 ||ll:|り で換算し、それ らを不Jiみ上

げることにより、一 |||ま 金換サli(「 I)11‖ i」 )で 示している。 したがって、イド金の,‖

‐
力ltと 給付

の内 :沢 がそオしぞオし現 ||キズ、1の 不ri立 金に換サliし てどオしだけグ)大 きさに相当するかが|じ |サ1:で き、

将来のサけ政状況が集約された 1)の となっているt,

ここで、 糸含イ寸|よついては、 今後支 1ブ、われることにオゞる将 丼(げ )糸f)イ |ヽイセを、 こオしまでυ,1カt

険料拠 |||に 対応する給付 (｀ 14成 21イ li度 以 |1行 のi邑 去リリ|||||に 係る分)と 今後の 1カtl倹料1処 |||に

対応する給イヽ1・ (｀ 14成 22イ |り七以降1/9将 来期||11に 係る分)の 2うに |ス:分 し、さらにそれぞれ

を
'1螂

楚イli金 多)(り ltl礎 イF金 1処日1金 t/2現 1111)と 2階 。3ロキ湘
`分

に分けて人′Jtし ている。また、

)H・源である1可サ|li・ 公経済 (1111に ついて 1)、 給付と「1様の みえ方に `kり 、過去りUII11に係る

`)と

将来りυlll11に 係る分に区ラ〉している(:な お、ここで|1121()5イ li度 までのサtオル|(と 糸合イヽ1・ を月
‐

象としているため、財源の中には 2105イ 11度 |11「 点において保有する千ずi立金 (おおむね 1イ li

分の給付の現伸li)分は含まれていないぃ
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厚生年金 国共済+地共済 私学共済 国民年 金

財 1660 280.1 25.5 220
1呆 1資 お| 1190 196.7 18.6 90
f藁 立全か らイllら れ る

'イ

ル:: 1′10 ′16.7 3.4 10
可ルli・ 公経済 負111 330 36.7 3.6 120

過 _li期 |||1分 190 21.2 2.1 60
1子

'(サ

切|||1分 140 15. 5 1.5 50

1660 280.1 25.5 220
i触 去 rll llll分 830 1713.1 13 9 120

2昨午・ 3‖キ出
`分

460 131。 3 9.0
九t,力 |さ イli`ヽ ラ) 370 =12.1 4.2

11( lll llllう ) 8130 106.7 12.3 100
2 FIキ 。3111サ 1午|;分 550 75.7 9.′ 1

り
t苺 石堪イ11(,′ ,) 270 31.0 2.9

(図表 ←牛1)財源 と給付の内訳 (運用利回 りによる換算)の比較

|11)Lい 性時 111ま 14,た 21イ 111セ |{で ←)ィ )。 (il・ l■ ttll門 力ll可 ′ゎt21`11't,'■
'テ

、1,lt!‖ ‖|う )|1 平,た 22'|:り 1,'障 ,,ご
`t,る .)

i卜 2り |ヽ it`「 11交 fl`|′之ひ :u切 |プ十サ11に Lり ‖fi l,114)ilイ lマヤを所,い て 1ヽ出 し ,い う。

1113)",11イ 11 4ti′ )「 21t.3‖1部
'テ

J lltは、 2‖十枷:'〉 でふる.

ikず 、各公的イ
1主金制度の財源の内I沢 を見ると (1劇 人 .l一′11)、 1可 民イli金 において 1可 力li・

公経済負111の割 合が大きくなっているr)1可 力li・ 公経済

`tl‐

1を 除いて |力t険 ||と fri立 金の中

でffi立 金の占ν)る :111合 をみると、l'F′ 11年 金とl11民 qt金は 10(/,|1打 後で
`ヤ

)る のに対して、「11

共済卜J也 りt済 は 19%、 ″、学 共済は 15ツ )と 高くなってお り、共済イli金 の ;tイ

‐
政運営において

f貞 ウ金υ)′占:′
J・ が大きいことが示さオしていろ。

次に、糸f)で iヽυ )|り寸訳を見ると、り'Fr11イ li4、 と″、学りt済 |11過 去サリ|||ll分 が 5()(/)F::度 でル)る のに

対して、11litイ 11金 で |■ 55(/)、 111共 済11也 共済では 62(/)と 成熟化が進んでいることが /1Nさ

オしているt,

なお、参 そTkで に、各制jtの イ11金 の貝イ
^源

と給付の内訳を図に したものを、図表 .142

～ 1文 |プ(ri_.16と して′Jそ しておく。

‐
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(図表 牛ケ 2)

厚生年金の財源と給付の内訳 (運用利回りによる換算 )

― 平成2可 年財政検襲、基本ケース ー

平成21年 度末                            平成21年度末

注1)長期的な(平成32(2020)年 度～)経済前提は、賃金上昇率25%、 物価上昇率10%、 運用拳1回 り41%としている。

注2)基礎年金交付金により賄われる給付費を除いて算出している、

(IXI表 ′14-3)

国共済+地共済の財源と給付の内訳 (運用利Inllり による換算 )

一 平成21年財政再計算 一

L鉤 躍鯉賑鑑饉盤饗冨:般冨LJ
財  源

源財

平成21年 度末

注1)長期r・」な(平成32(2020)年 度～)経済前提は、賃金上昇率25%、 物価上昇率 1

注2)基礎年金交付金及び追加費用により賄われる給付費を除いて算出している。

平成21年度末

0%、 運用和1回 り4 10/● としている。

保 険 料  1,190兆 円

TI'饉奮富穏λ濾鳥縦17

過去期間に係る分 1国 庫 負 担 1 将来期rHnに 係る分
(平 成21年度以前)1 330兆 円 |(平 成22年度以降)

190メじ円  うち受管すダ1        140メじ円

過去期間に係る分
(平 成21年度以前)

830メじ用

2階部分    460兆 円
基礎年金分   370兆 円

うち受給者分
430'ヒ円

2階部分    250兆 円

基礎年金分   180兆 円

将来期間に係る分
(平成22年度以降)

830メヒ円

2階部分    550兆円
基礎年金分  270兆円

給  付

過去期間に係る分
(平 成21年度以前 )

1734メヒ円

2階・3階部分 131 3兆円

基礎年金分  421兆 円

将来期間に係る分
(平 成22年度以降 )

1067兆円

2階・3階部分  757兆 円
基礎年金分  310兆 円

掛 金 収 入  1967兆 円

過去期御に係る分 1国 庫 負 担 1 将来期間に係る分
呼瞥雪鰐

mL‐翠田 呼瞥霞購
陶

‐
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(図表 牛牛 4)

保 険 料   90兆 円

うち督層琶号義み翼
円に8の鋼

積立金から得られる財源   10兆 円
(積立金の取り崩じ及び運用収入)

躙 駐編 喝 調 躙 舞脇
60兆円

うち受給者分

30兆円

50兆円

平成21年 度末

注1)長期的な(平成32(2020)年度～)経済前提は、賃金上昇率2

注2)基礎年金交付金により賄われる給付費を除いて算出している。

私学共済の財源と給付の内訳 (運用利回りによる換算 )

― 平成21年財政再計算 一

魂麟総頸 鶴燿肥震あ

付給

平成21年 度末 平成21年度末

注1)長期的な(平成32(2020)年度～)経済前提は、賃金上昇率25%、 物価上昇率1 0%、 運用利回り41%としている。
注2)基礎年金交付金により賄われる給付費を除いて算出している。

(1図 ノ(′ 14-5)
国民年金の財源と給付の内訳 (運用利回りによる換算)

一 平成21年財政検証、基本ケース ー

に        劃

給  付
「W満 ¬

平成21年度末

50/●、物価上昇率1 0%、 運用利回り41%としている.,

過去期間に係る分
(平 成21年度以前)

132兆 円

2階・3階部分 90兆 円
基礎年金分  42兆 円

将来期間に係る分
(平 成22年 度以降)

123兆円

2階・3階部分  94兆 円
基礎年金分  29兆 円

掛金収入   186兆 円

積立金から得られる財源   3.4兆円

(積立金の取り崩し及び運用収入)

過■神鴫に係る分 1国 庫 負 担 1 将来期間に係る分
(平成21年庫以前)1 36兆 円 |(平 成22年度以降)

2 1兆 円       1       1 5'J百

財  源

過去期間に係る分
(平 成21年度以前 )

120兆円

将来期間に係る分
(平 成22年度以降)

100兆 円

うち受給者分
60メヒ円

81



(図表 4-4-6)

基礎年金の財源と給付の内訳 (運用利回りによる換算 )

一 平成21年財政検gIE、 基本ケース ー

今後、95年間(2105年 度まで)にわたる基礎年金の財源と給付の内訳を
で現在(平成21年度)の価格に換算して一時金で表示したもの

翻 93銚円 鰹歴鷹菫話:党周
共済年金  80兆 円

拠 出 金 収 入
(保険料等負担相当分 )

国民年金 100兆円

450兆円 厚生年金 320兆 円

共済年金 40兆円

過去期間に係る分 拠 出 金 収 入   111来 期間に係る分
(平成21年 度以前)|    (国 庫負拒相当分 )    |(平 成22年度以降

270兆円 国民年金 120兆円 1 210兆円

うち受48者分
47Or&Pl Ftrrjt 3z0rbn

130'面石  1       
共済年金 40兆綱

平成21年度末                            平成21年度末

注1)長期的な(平成32(2020)年度～)経済前提は、賃金上昇率25%、 物価上昇率10%、 運IIlttlllDり 41%と している。

源

過去期間に係る分
(平成21年度以前)

530メ

`円

うち受給者分
260メヒ円

11来期rllll_係 る分
(平 成22年度以降 )

400メじ円
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②前回の平成 16年財政再計算との比較

財源 と給付の内訳は、各年度における保険料、給付費等を現在価lLEに 引き戻 して加え

た ものとなっている。前日の貝オ政再計算 ||、卜における只オ源 と給付の内訳では 2005年度から

2099年度 (共済年金は 2100年度)ま での合 ,汁 を計算してお り、今回は 5年十111ずれて 2010

年度から 2104年度 (共済年金は 2105年度)ま でとなっている。また、計算のりI(準 |1寺点

1)、 前日は平成 16イ 11度 末でル)る のに対 し、今回は平成 21年度木と5年 1轟 |ずれている。

したがつて、前 1呵 の財政 II∫ 計算時の数111と 比較するに際 しては、ll有 |1可 の数値を平成 21年

度末|1寺点σ)数 111に 変換 した上で名|1伸 li格 のずれを1ヲ月1“するとと1)に 、合計対象とする午

度をそろえて比較することとした中 こグ),kう な比較を行 うことで、 11打 ||||か |)徊 :IIへ 、有

限均 f拠iの対象とするりUIIIIIを 5イ lillll後 ろにず らした際に、どのような状況で財秒|:と 給 f、lの

バランスが保たれたのか、その変化を分イリFする、,

IIJitイ li金 において li打 |::lυ )数 111と の比較を行った (っ のが図人 十′17である。給付とサlイ 源

はつ り合って■〕り、給 fヽ}合 lil・
σ)う 夕)1呆険料収入と111サ ll:。 公経済負111で 足りないう)を fri立

金か :lズ ll′ ,オ しろサ|イ ルi:で 1イ iっ ている構 1文|に なっていろて,

|〕 打ll:|の サ|イ
・
政 ||チ III・ り11で |た 、2()()5イ li度 ～2()()1)イ ll度 が経過 した後υ)20()1)イ li度 相 |、午点では、

:l(り jυ )f責 、ア金υ)う ナリ8.7兆 111が 利り||口 ∫fiヒ サ|イ
‐
汐|((サ |イ J女均衡リリ||l11の 糸f)イ

、1を |イ iう たν)υ )サ |イ

‐
汐itと

して今後利り||さ オじるfJiヽア金)と して//L・ る )と 込みとなっていたぃ しか し、実 1筑 にヽは 9。 (う 兆

lilσ )fJi立 くヽが不||サ
|サ

I Il能 サ|イ勅|(と し~Cケ
比′りて才jり 、 2()0!)イ liリ セ木||、午ズ、1で 0.1)り Llllサ |イ

・政が r々lレ :し

た状態になっている.,

2()10イ 11度 ～201)9イ li度 でII、 マ クロ経済スライ ドυ)サリ|||11を 延1こ した効 ,こや実7[的 な運用

利 |口 |り をり|き llげた効果等で、り1に 礎イli 4)拠 ||1金 が 22.3ツ )、 60.2兆 円減つている ()の C/9、

1処 ||1金 の力̀
支
を反1映 して |:1サ |li負 111カ 2ヽ1.1)(/,、 32.4ジ

`|ll力

,支 少、 イカtl倹お|()21.0(/)、 28.3兆 IIl

れ支ノ1/N― l~る /こ め、 不Ji、ア4)を サtイ ル|:と し
―
(1イ iわ なけれ|ツrら オrいう)が 0.6り

`llll中

|り JII― l^る こてヒと

なる.,

20()9イ li度 までと 2()l()イ li度 ～2()91)イ ll度 をあオ月lて、2099イ liり 虻末に 0.3兆 11に)不 llサ ロ¬J・ 能

サtイ
‐
源を残せる状況とな/)て お り、その分が今「|lσ ))け政検 liliで 新たに加わった 2100イ li度 ～

210`1イ li度 のサUIIIllに
'ど

、1贋 となる 0.3兆 円のサ|イ

‐
源 となっている。

‐
8:3



(図表 ケ47)国民年金の財源 と給付の内訳 (運用利回 りによる換算)の

平成 16年財政再計3)と の比較
(111位 :兆 円)

イli`,及 メl湘:会 liに るlF li卜 1「1〔 `t,る

tt llf:‖ |メ |ユ 11:、  ヽ
141,'21イ「

j生
|く  (2001)`「 りtl() 

‐
〔1',″3,

11礎 イド
/1・・′た付金に

'り

‖イiわ れ る糸fI I、 1マヤを除 tヽ 〔年〉|||し てい
'3。

サ,Fノ |メ ll金 において 11釘 |:Jグ )数値との比較を行った 1)の が1劇 ノ(448で ある。

|1打国のサ財
・
政 1辱 |:|・ 年11で は、2()05イ li度 ～20()9イ li度 が経 i通 した後の 2()01メ ll度 末時点で、f責

、ア金の うち 142.7兆 IIIが不llり ||‖∫能サlオ汐i(と して残る見込み となっていた(,一 リブ、今||||の サ材
‐

政検漁1における和lサ |]口∫能サけ源は 140.5兆 円でル)り 、2oo9イ lt度 末|1寺ズ、1で 2.3兆 円減少 して

いる.

2010イ ll度 ～2099イ li度 では、実質的な運り|1禾 ||||:|り はり|き Lげた 1)の υ)、 報酬比 1/2il慮

`分

の

マ ク |■ 経済 スライ ドυ),り|||llを 短締iし たこと等グ)tl夕 響で、 2階 11;分 の糸f)イ
、}費 は 0.6(/)、 6.4

2005年 度    2010年 度    2100年 度

2(,09年 度    2091)年 度    2101年 庁

〈
ロ

ふ含(ヽ 1

合計

14成 16年

uナ ロセ11ド 計算

i「
,茂 21イ li

け J々 いたI:F

，

″ 1        275,0

214.9 2.S

299.1

217.7

独 ll!給 付分

11,,ヽ 1(,年

“

IJ々 rメ !:卜 算

,141茂 」l`「

‖l武 :"証

0.9      1.9

5.0 0.0

5,8

5.0

L崎 礎イ11令

拠出
/1‐

14,,い ('イ |:

いll崚 11「 ″1静

1ヽ4,丈
=l(「

ll l政

"t詢

[

23.2        270.l

2()1).9      2.7

293. 1

212. 7

!1オ ′||11

合|:ト

141友 it,イ |:

lllJセ |:「

"1第
1`4チ ,ヽ

=lイ「‖IJセ |ザ :tiE

21.1        275.0

211.9      2,S

299.1

217.7

1午 tl;`t ll:|

月く人

|`|サ友l{,イ 11

‖ヤリセ|IF請 IT,

'「 ′,セ ピ1`「

lllJ7/卜 1 1lL

11.9       118.1

81).7      0.9

1130.0

90.7

I:|サ 11:・

クヽ糸卜,斉

「 t l11 11}

lu織‖踊
| |′ ,,t」 l`「

l  uナリセil l正

10.3     1:8.2

115.8       1.5

158.5

117.1う

|ザ 1ヽ|`ヽ 力ヽ「 )

イi卜 t・ ,オ t'3

:ll lllit

11,た 11,イ |:

tllJ7/11「 計算

'it,た 21`「

口IJ々 11 lJ:

1.9      8.7

1).`1 ().13

1().6

1).6

2009イ liナ 壁,( 1 201)9イ liリ セオ(   2101イ liり 1芝 オ(

|ザ iヾ′:`t(lll l‖

'lI有
ヒ||ll111)

|`り,t16イ |'

叶ル |:「 オ|い

14サ ′t」 |イ 11

1ll J々

",11[

8.71     0.()

)ヽ.61    ().13     ().()
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